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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：平成３０年２月２６日（平成３０年（行情）諮問第１２０号） 

答申日：平成３０年７月１２日（平成３０年度（行情）答申第１７５号） 

事件名：官邸対策室が北朝鮮によるミサイル発射事案に関する業務のために行

政文書ファイルにつづった文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「官邸対策室が北朝鮮によるミサイル発射事案に関する業務のために行

政文書ファイルにつづった文書の全て。＊「行政機関の保有する情報の公

開に関する法律施行令」別表でいう「七 電磁的記録」があれば，それを

希望。」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，別紙１に

掲げる１２６文書（以下「本件対象文書」という。）を特定し，その一部

を不開示とした決定については，本件対象文書の一部を不開示としたこと

は妥当であるが，別紙２に掲げる４文書を特定し，更に該当するものがあ

れば，これを特定し，改めて開示決定等をすべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年１１月１３日付け閣副事態

第５２２号により内閣官房副長官補（以下「処分庁」という。）が行った

一部開示決定（以下「原処分」という。）について，原処分の取消し及び

文書の再特定を求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）一部に対する不開示決定の取消し。 

    記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべき

である。 

（２）本来の電磁的記録についても特定を求める。 

国の解釈によると，「行政文書」とは，「開示請求時点において『当

該行政機関が保有しているもの』」（別件の損害賠償請求事件における

国の主張）である。 

そこで電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求めるも

のである。 

 （３）不開示部分の対象部分の特定を求める。 

    情報公開・個人情報保護審査会の審議において，審査請求人は書面を

通じてしか意見を申し立てることができない。したがって，不開示部分
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を直接指さして指定するという方法が採れないため，原処分における特

定の仕方では不十分である。 

    何頁の何行目から何行目までという辺りまで不開示部分の特定がされ

ないと審査会の審議における書面での申立てに支障が生じること及び平

成２２年度（行情）答申第５３８号で指摘されたような原本と開示実施

文書の相違の発生防止の観点から，更に特定を求めるものである。 

 （４）他にも文書が存在するはずである。 

    「１ 平成２４年１２月１２日の事案関連」で特定された文書と比し

て，他の事案関連で特定された文書があまりにも少ない。他にも関連文

書が存在するものと思料されるので，改めて関連部局を探索の上発見に

努めるべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は別

紙１に掲げる１２６文書を特定し，平成２９年１１月１３日付け閣副事態

第５２２号により法５条１号ないし４号及び６号に該当する部分を不開示

とする原処分を行ったところ，審査請求人から，①不開示部分の取消し，

②電磁的記録の特定，③不開示部分の対象部分の特定，④他にも対象文書

がある旨の審査請求が提起されたものである。 

２ 法５条該当性について 

（１）文書２８，文書３３，文書３５，文書４４，文書４５，文書４９，文

書５１，文書５２，文書５４ないし文書５６，文書５８，文書５９，文

書６３，文書６６，文書６７，文書７０ないし文書７６，文書７８，文

書７９，文書８２ないし文書８６，文書８８，文書９０，文書９１，文

書９４，文書９５，文書９８ないし文書１０１，文書１０４，文書１０

５，文書１０８，文書１０９，文書１１２ないし文書１１４，文書１１

７，文書１１８，文書１２２及び文書１２４の一部には，国の機関の緊

急用及び部外との連絡用の電話番号，内線番号，ファックス番号，電子

メールアドレス又は職員の個人の携帯電話番号が記載されており，これ

を公にすると，緊急用及び部外との連絡用の連絡先が明らかとなって，

いたずらや偽計等に使用されることにより，国の機関が必要とする際の

緊急の連絡や部外との連絡に支障を来すなど，国の機関の事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるので，法５条６号柱書きに該当し，不

開示としたことは妥当である。 

（２）文書２９ないし文書３１，文書３４ないし文書３６，文書４５，文書

４７，文書４９及び文書５０の一部には，事案に係る我が国の対処事態

及び対応に関する情報が記載されており，これを公にすると，我が国の

緊急事態に対する対処態勢及び対応能力が推察され，その弱点をついた
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行動を採ることを容易ならしめるなど，国の安全を害するおそれがある

ので，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（３）文書３２の一部には，緊急参集チームの協議における情報共有事項，

連絡調整事項等が記載されており，これを公にすると，我が国の情報関

心，情報収集能力，分析力等が推察され，事後の我が国の情報収集業務

の遂行に支障を生じさせるおそれがあり，ひいては国の安全が害される

おそれがあるので，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当であ

る。 

（４）文書３９の一部には，他国から公にしないことを前提として取得した

情報が記載されており，これを公にすると，他国との信頼関係が損なわ

れるおそれがあるので，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当

である。 

（５）文書５１の不開示部分には，警察庁警備局警備企画課に所属する職員

の姓が記載されており，これを公にすると，当該職員が特定され，警備

警察等の情報を得ようとする者から直接当該職員に不当な働き掛けが行

われるおそれがあるなど，犯罪の予防，鎮圧又は捜査その他公共の安全

と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるので，法５条４号に該当し，

不開示としたことは妥当である。 

（６）文書５９の一部には，公安調査庁職員の姓が記載されており，これを

公にすると，当該職員本人に対する調査対象団体による働き掛けの危険

性が高まるほか，調査対象団体がより警戒心を強めて組織防衛策を講じ，

破壊団体の実態解明が困難となるなど，公安調査庁が行う所掌事務の適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，ひいては公共の安全と秩序の維

持に支障を及ぼすおそれがあるので，法５条４号及び６号柱書きに該当

し，不開示としたことは妥当である。 

（７）文書６７，文書６８，文書７１，文書７３，文書７７，文書７９，文

書８３，文書８５，文書８７，文書８８，文書９１ないし文書９３，文

書９５，文書１０１，文書１０５，文書１０９，文書１１４，文書１１

６，文書１１９，文書１２１，文書１２３及び文書１２４の一部には，

個人の氏名等が記載されており，特定の個人を識別することができるこ

とから，法５条１号に該当し，不開示としたことは妥当である。 

（８）文書６４，文書６７，文書６８，文書７１，文書７３，文書７７，文

書７９，文書８０，文書８３，文書８５，文書８７，文書８８，文書９

１，文書９２，文書９５，文書９６，文書１０１ないし文書１０３，文

書１０５，文書１０６，文書１０９，文書１１０，文書１１４，文書１

１５，文書１１６，文書１１９ないし文書１２１，文書１２３，文書１

２４及び文書１２５の一部には，政党の電話番号，職員の携帯番号，内

線番号又はメールアドレスが記載されており，業務上必要な関係者以外
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には，公にされていない非公表の情報であることから，これを公にする

と，いたずらや偽計等に使用され，当該政党の業務に支障を来すなど，

当該政党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

ことから，法５条２号イに該当し，不開示としたことは妥当である。 

３ 審査請求人の主張について 

（１）審査請求人は，「記録された内容を精査し，支障がない部分について

は開示すべきである。」旨主張するが，処分庁は，上記２のとおり本件

対象文書について開示の是非を慎重に判断しており，本件対象文書の一

部を不開示としたことは妥当である。 

（２）審査請求人は，「電磁的記録についても特定を求める。」旨主張する

が，処分庁は原処分において，本件対象文書のうち，保有する電磁的記

録については，特定しており，本件審査請求を受け，特定した電磁的記

録以外の本件対象文書の電磁的記録について改めて探索させたが，行政

文書ファイル等で一体的に管理するため，紙媒体で保存することとし，

電磁的記録を廃棄していることから，電磁的記録の存在を確認すること

はできなかった。 

    以上のことから，処分庁は，保有する電磁的記録については，適切に

特定していると認められる。 

（３）審査請求人は，「不開示処分の対象部分の特定を求める。」旨主張す

るが，不開示とした部分は，上記２のとおり原処分において適法に特定

していると認められる。 

（４）審査請求人は，「他にも文書が存在する。」旨主張するが，処分庁は

原処分において，行政文書ファイルにつづられている文書を全て特定し

ており，本件審査請求を受け，特定した文書以外の本件対象文書につい

て改めて探索させたが，その他の対象文書の存在を確認することはでき

なかった。 

    以上のことから，処分庁は，文書の特定に漏れはないと認められる。 

（５）以上より，審査請求人の主張はいずれも理由がなく，原処分を維持す

ることが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年２月２６日     諮問の受理 

② 同日            諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年３月１３日       審議 

④ 同年６月１９日       本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年７月１０日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 
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本件対象文書は，別紙１に掲げる１２６文書である。 

   審査請求人は，原処分の取消し及び他の文書の特定を求めており，諮問

庁は，本件対象文書を特定し，その一部が法５条１号，２号イ，３号，４

号及び６号柱書きに該当するとして不開示とした原処分を妥当としている

ことから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定

の妥当性及び不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書以外の本件請求文書に該当する文書の保有の有無につい

て，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁から

次のとおり説明があった。 

   ア 処分庁において，審査請求人が本件開示請求文書でいう「ミサイル

発射事案」等を含む緊急事態及びその可能性のある事態を認知した

場合は，「緊急事態に対する政府の初動対処体制について（平成１

５年１１月２１日閣議決定）」等に基づき，当該緊急事態の状況に

応じて，事案対処を行うこととなっている。 

   イ 処分庁においては，内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）

付標準文書保存期間基準（以下「保存期間基準」という。）によっ

て，行政文書の保存期間を定めている。ミサイル発射事案に係る行

政文書は，保存期間基準において，下記エ（ア）に掲げるような文

書を除き，「事案関係資料」が例として挙げられている「情報の収

集及び分析その他の調査の結果に関する文書」に該当し，その保存

期間は３年とされており，その後処分庁において保存期間は２年延

長されていることから，平成２４年度より前の本件請求文書に該当

する行政文書は，保存期間満了に伴い既に廃棄している。 

よって，別紙１に掲げる，原処分で特定した１２６文書は，いずれ

も平成２４年度以降，本件開示請求時点までの下記（ア）ないし

（ウ）の各日に発生したミサイル発射事案に関連して官邸対策室が

作成・取得した文書である。 

（ア）平成２４年１２月１２日 

（イ）平成２８年２月７日，同年３月１０日，同月１８日，同年６月２

２日，同年７月１９日，同年８月３日，同月２４日及び同年９月５

日 

（ウ）平成２９年２月１２日，同年３月６日，同年４月５日，同月１６

日，同月２９日，同年５月１４日，同月２１日，同月２９日，同年

７月４日，同月２８日，同年８月２６日及び同月２９日 

ウ 審査請求人は，「他にも文書が存在する。」旨主張していることか

ら，処分庁において，改めて，担当部局の書庫，書架及びパソコン上

のファイル等の探索を行ったところ，別紙２に掲げる，平成２４年４
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月１３日に発生したミサイル発射事案に係る行政文書が見つかり，そ

の内容を確認したところ，本件請求文書に該当する文書であると認め

られた。 

   エ また，審査請求人は，上記イ（ア）の事案に関連して特定された行

政文書に比べて同（イ）及び（ウ）の各事案に関連して特定された

行政文書があまりにも少ない旨主張しているが，これは，以下の事

情に基づくものである。 

   （ア）上記イ（イ）及び（ウ）の事案に関連して特定された行政文書は，

上記イのとおり，いずれも保存期間は５年（保存期間基準により３

年及び延長２年）とされているものであるが，当該各事案に関連し

て官邸対策室が作成・取得した文書であっても，保存期間基準にお

いて保存期間が定められた類型の行政文書に該当しないものは，保

存期間を１年未満とする文書として本件開示請求時点で既に廃棄し

ている。 

   （イ）一方，上記イ（ア）の事案に関連して作成・取得した行政文書は，

別件の開示請求により特定され，その後不服申立てがなされたこと

に伴い処分庁において保存されていた文書であり，その中には，当

該不服申立てがなされなければ，本件開示請求時点で既に廃棄して

いたはずであった保存期間を１年未満とする文書が多数含まれてい

たことから，上記イ（イ）及び（ウ）に比して特定した文書数が多

くなっているものである。 

（２）諮問庁から，保存期間基準の提示を受けて確認したところ，その内容

は上記（１）イ及びエ（ア）の諮問庁の説明のとおりであり，当該説明

が特段不自然，不合理とまではいえない。 

しかしながら，上記（１）ウの諮問庁の説明によれば，処分庁は，原

処分で特定した文書の外に，平成２４年４月１３日に発生したミサイル

発射事案に係る行政文書を保有しており，当該文書は本件請求文書に該

当するとのことである。 

したがって，別紙２に掲げる，当該日に発生した事案に係る行政文書

は，本件請求文書に該当すると認められるので，これを特定し，調査の

上，更に本件請求文書に該当するものがあれば，これを特定し，改めて

開示決定等をすべきである。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）電話番号，内線番号，ＦＡＸ番号等について 

    別表１に記載の各文書の各不開示部分には，国の機関の非公表の電話

番号，内線番号，ＦＡＸ番号，メールアドレス及び公用の連絡に使用す

るものとして登録された携帯電話番号が記載されている。 

    当該部分は，これを公にすることにより，いたずらや偽計等に使用さ
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れ，国の機関が必要とする緊急の連絡等に支障を来すなど，国の機関の

事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるので，法５

条６号柱書きに該当し，不開示とすることが妥当である。 

（２）緊急事態に対する対処態勢等について 

    文書２９，文書３０，文書３１，文書３２，文書３４，文書３５（別

表１に記載の部分を除く。），文書３６，文書３９，文書４５（別表１

に記載の部分を除く。），文書４７，文書４９（別表１に記載の部分を

除く。）及び文書５０の各不開示部分には，ミサイル発射事案に係る我

が国の対処態勢及び対応に関する情報が記載されている。 

    当該部分は，これを公にすることにより，我が国の緊急事態に対する

対処態勢及び対応能力が推察され，敵対勢力にその弱点をついた行動を

採ることを容易ならしめるなど，国の安全が害されるおそれがあると行

政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法

５条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

（３）警察庁職員の姓について 

ア 文書５１の不開示部分のうち，左側部分には，警察庁担当職員の姓

が記載されている。 

イ 当該部分の不開示情報該当性について，当審査会事務局職員をして

諮問庁に確認させたところ，諮問庁から，姓を不開示とした当該職員

は警部及び同相当職以下の職にあるところ，警察庁においては，かか

る職位にある警察庁職員の氏名を公表しておらず，当該職員の氏名が

公になると，これを手掛かりとして，犯罪等を企図する集団等の反社

会的勢力が，何らかの有益な情報を得ようとする，又は犯罪組織等に

とって都合の悪い施策や法案の企画・立案を妨害するため接近，懐柔

しようとすることが考えられるほか，当該職員がこれを拒絶すれば，

当該職員本人への攻撃はもちろん，その家族への攻撃や報復が予想さ

れるなど，個人の権利利益が侵害されるとともに，警察業務に支障を

及ぼすおそれがあり，当該職員の氏名は，公にすることにより，犯罪

の予防，鎮圧又は捜査，その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼ

すおそれがあるとの説明があった。 

ウ 警察業務の特殊性に鑑みれば，上記イの諮問庁の説明に特段不自然，

不合理な点は認められず，当該職員の姓を公にすることにより，犯罪

等を企図する集団等の反社会的勢力によって当該職員が特定され，当

該職員本人及びその家族が嫌がらせや攻撃の対象にされたり，又は直

接若しくは間接の不当な接触等により様々な懐柔，干渉を加えられ，

警察活動の妨害が行われるなど，その業務に支障を来すおそれを否定

できない。 

エ したがって，当該部分は，これを公にすることにより，犯罪の予防，
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鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ

があると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認めら

れるので，法５条４号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

 （４）公安調査庁職員の姓について 

ア 文書５９の不開示部分のうち，最上段部分には，公安調査庁の担当

職員の姓が記載されている。 

イ 当該部分の不開示情報該当性について，当審査会事務局職員をして

諮問庁に確認させたところ，諮問庁から，当該職員は課長相当職未満

の職にあるところ，公安調査庁においては，かかる職位にある職員の

氏名を公表しておらず，当該職員の姓が公になると，当該職員が特定

され，これを手掛かりとして，当該職員本人に対する調査対象団体に

よる働き掛けの危険性が高まるほか，調査対象団体がより警戒心を強

めて組織防衛策を講じ，破壊的団体の実態解明が困難となるなど，公

安調査庁の業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，ひいては

公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるとの説明があっ

た。 

ウ 公安調査庁職員の職務の特殊性に鑑みれば，上記イの諮問庁の説明

に特段不自然，不合理な点は認められず，当該職員の姓を公にするこ

とにより，当該職員が特定され，当該職員本人やその家族又は当該職

員が接触する情報提供者に危険が及ぶおそれがあり，その職務に支障

を及ぼすおそれを否定できない。 

   エ したがって，当該不開示部分は，これを公にすることにより，公安

調査庁が行う所掌事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，

ひいては公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行

政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，

法５条４号に該当し，同条６号柱書きについて判断するまでもなく，

不開示とすることが妥当である。 

 （５）個人に関する情報について 

    別表２に記載の各文書の各不開示部分には，政党の担当者の氏名等が

記載されている。 

当該部分は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定

の個人を識別できるものに該当し，同号ただし書イないしハに該当する

事情も認められず，さらに，個人識別部分に該当すると認められること

から，法６条２項による部分開示の余地はなく，不開示とすることが妥

当である。 

 （６）政党の電話番号及び内線番等について 

    別表３に記載の各文書の各不開示部分には，政党の公開されていない

電話番号，ＦＡＸ番号，内線番号及びメールアドレス等が記載されてい



 

 9 

る。 

    当該部分は，これを公にすることにより，いたずらや偽計等に使用さ

れ，当該政党の業務に支障を来すなど，当該政党の権利，競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあることから，法５条２号イに該当

し，不開示とすることが妥当である。 

 ４ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条１号，２号イ，３号，４号及び６号柱書きに該当す

るとして不開示とした決定については，不開示とされた部分は，同条１号，

２号イ，３号，４号及び６号柱書きに該当すると認められるので，不開示

としたことは妥当であるが，内閣官房副長官補において，本件対象文書の

外に開示請求の対象として特定すべき文書として，別紙２に掲げる４文書

を保有していると認められるので，これを特定し，調査の上，更に本件請

求文書に該当するものがあれば，これを特定し，改めて開示決定等をすべ

きであると判断した。 

（第２部会） 

 委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１ 

 

文書１   お知らせ（全２通） 

文書２   総理指示（全３通） 

（１２月１日１８：３５，１２月１２日０９：５５，１２月１２

日 安保会議におけるもの） 

文書３   １２月１日（土） ４大臣会合後における内閣総理大臣コメント 

文書４   弾道ミサイル等に対する破壊措置等の準備に関する自衛隊一般命

令について（２４．１２．２ 防衛省） 

文書５   北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射の発表に係る情

報伝達について（事務連絡 平成２４年１２月３日） 

文書６   北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に備えた自衛隊

部隊の配置について（平成２４年１２月４日 防衛省） 

文書７   北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に関する対応

（平成２４年１２月７日） 

文書８   予告のある「人工衛星」と称する弾道ミサイルの発射におけるＪ

アラート・エムネットによる自治体・国民等への情報発信（基準） 

文書９   弾道ミサイル等に対する破壊措置等の実施に関する自衛隊行動命

令について 

文書１０  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイルの発射に係る自衛隊

の対応について（平成２４年１２月７日 防衛省） 

文書１１  発射情報 

文書１２  通過情報 

文書１３  Ｅｍ－Ｎｅｔ送信情報（発射情報，通過情報） 

文書１４  Ｊ－ＡＬＥＲＴ送信情報（発射情報，通過情報） 

文書１５  Ｅｍ－Ｎｅｔ，Ｊ－ＡＬＥＲＴの第１報発信時刻 

文書１６  シチュエーションシート（全７通） 

文書１７  シチュエ－ションシート（Ｅｍ－Ｎｅｔ送信記録）（全７通） 

文書１８  緊急参集チーム協議確認事項（案） 

文書１９  官房長官記者会見１回目（平成２４年１２月１２日） 

文書２０  官房長官記者会見２回目（平成２４年１２月１２日） 

文書２１  安全保障会議の時間 

文書２２  内閣官房長官声明（平成２４年１２月１２日） 

文書２３  とりあえずメモ 

文書２４  防衛大臣指示（２４．１２．１２ ０９５８） 

文書２５  防衛省：被害確認のための情報収集（１１：２５現在 被害な

し） 

文書２６  防衛省：被害情報なし（１４：５２） 
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文書２７  弾道ミサイル等に対する破壊措置等の終結に関する自衛隊行動命

令等について 

文書２８  お知らせ（全２通） 

文書２９  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射の発表に関する

依頼，連絡文書（全３通） 

文書３０  緊急参集チーム構成員への参集連絡依頼 

文書３１  入退室時刻 

文書３２  緊急参集チーム協議決定・確認事項 

文書３３  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射事案に係る政府

の主な対応 

文書３４  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射事案について

（第１報～第５報及び最終報） 

文書３５  緊急対策本部への改組について 

文書３６  北朝鮮に対する抗議（全２通） 

文書３７  各国の反応 

文書３８  各国の報道 

文書３９  外務省における対応 

文書４０  北朝鮮からの地球観測衛星発射情報について（Ｐｒｅｓｓ Ｒｅ

ｌｅａｓｅ） 

文書４１  国土交通省における対応状況について（Ｐｒｅｓｓ Ｒｅｌｅａ

ｓｅ）（全５通） 

文書４２  ノ－タム情報（全２通） 

文書４３  「北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射事案につい

て」における国土交通省の対応について 

文書４４  北朝鮮の気象情報の送付について（全７通） 

文書４５  （海上保安庁連絡事項）北朝鮮による衛星打上げに関する情報に

ついて（第１報） 

文書４６  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射事案に係る海上

保安庁の対応について（全２通） 

文書４７  海上保安庁の対応（第１報～第７報） 

文書４８  海上保安庁の対応（航空機による調査） 

文書４９  （海上保安庁連絡事項）【特別】北朝鮮による「人工衛星」と称

するミサイル発射情報（第１報～第３報） 

文書５０  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に伴う警察庁の

措置（第１報～第８報） 

文書５１  １１０番入電状況及び被害情報（全３通） 

文書５２  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射の発表に関する

消防庁の対応体制の変更について 



 

 12 

文書５３  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に係る沖縄県の

対応状況（職員配置）及び連絡調整員の配置状況 

文書５４  北朝鮮当局からＩＭＯに対する「地球観測衛星」打上げのための

事前通報の改訂情報等について 

文書５５  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に関する消防庁

の対応について（第１報～第３報） 

文書５６  被害情報・落下物情報（全２通） 

文書５７  内閣府情報対策室の設置について 

文書５８  漁船等安全確認速報 

文書５９  公安調査庁の対応について 

文書６０  玄海，川内原発ともに異常なし 

文書６１  北朝鮮による「人工衛星」と称するミサイル発射に係る被害状況 

文書６２  国際海事機関（ＩＭＯ）からの情報（全２通） 

文書６３  お知らせ 

文書６４  内閣・外交・安全保障の合同部会関連 

文書６５  民主・維新 外務・防衛合同部門会議関連 

文書６６  お知らせ 

文書６７  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書６８  公明党北朝鮮問題対策本部関連 

文書６９  民主・維新 外務・防衛合同部門会議関連 

文書７０  お知らせ 

文書７１  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書７２  お知らせ 

文書７３  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書７４  お知らせ 

文書７５  お知らせ 

文書７６  お知らせ 

文書７７  外交・国防合同部会関連 

文書７８  お知らせ 

文書７９  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書８０  公明党安全保障部会関連 

文書８１  民進党 外務・防衛合同部門会議関連 

文書８２  お知らせ 

文書８３  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書８４  お知らせ 

文書８５  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書８６  お知らせ 

文書８７  公明党北朝鮮問題対策本部関連 
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文書８８  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書８９  民進党部会提出資料 

文書９０  お知らせ 

文書９１  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書９２  公明党北朝鮮問題対策本部関連 

文書９３  外務・防衛合同部門会議関連 

文書９４  お知らせ 

文書９５  北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書９６  北朝鮮問題対策本部関連 

文書９７  民進党部会提出資料 

文書９８  お知らせ 

文書９９  お知らせ 

文書１００ お知らせ 

文書１０１ 北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書１０２ 北朝鮮問題対策本部関連 

文書１０３ 外交・安保調査会 勉強会関連 

文書１０４ お知らせ 

文書１０５ 北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書１０６ 北朝鮮問題対策本部関連 

文書１０７ 外務防衛合同部門会議関連 

文書１０８ お知らせ 

文書１０９ 北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書１１０ 北朝鮮問題対策本部関連 

文書１１１ 民進党部会提出資料 

文書１１２ お知らせ 

文書１１３ お知らせ 

文書１１４ 北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書１１５ 北朝鮮問題対策本部関連 

文書１１６ 民進党，安全保障調査会関連 

文書１１７ お知らせ 

文書１１８ お知らせ 

文書１１９ 国防部会関連 

文書１２０ 北朝鮮問題対策本部関連 

文書１２１ 民進党 外務・防衛部門会議及び安全保障調査会関連 

文書１２２ お知らせ 

文書１２３ 国防部会・安全保障調査会合同会議関連 

文書１２４ 北朝鮮核実験・ミサイル問題対策本部関連 

文書１２５ 北朝鮮問題対策本部関連 
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文書１２６ 民進党部会提出資料 
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別紙２ 

 

平成２４年４月１３日の事案関連 

１ クロノロジー 

２ 官房長官会見 

３ 内閣官房長官声明 

４ 北朝鮮ミサイル発射事案に係る政府危機管理対応 
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別表１ 

 

電話番号，内線番号，ＦＡＸ番号等 

文書番号 不開示部分 

２８ 全て 

３３ 全て 

３５ 上から３行目，下から２行目及び下から１行目 

４４ 全て 

４５ 各頁の１行目及び１頁の下から２行目 

４９ 各頁の１行目及び１頁の下から２行目 

５１ 右側部分 

５２ 全て 

５４ 全て 

５５ 全て 

５６ 全て 

５８ 全て 

５９ 全て（公安調査庁特定課の右部分を除く） 

６３ 全て 

６６ 全て 

６７ 事態室担当者の連絡先 

７０ 全て 

７１ 事態室担当者の連絡先 

７２ 全て 

７３ 事態室担当者の連絡先 

７４ 全て 

７５ 全て 

７６ 全て 

７８ 全て 

７９ 事態室担当者の連絡先 

８２ 全て 

８３ 事態室担当者の連絡先 

８４ 全て 

８５ 事態室担当者の連絡先 

８６ 全て 

８８ 事態室担当者の連絡先 

９０ 全て 
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９１ 事態室担当者の連絡先 

９４ 全て 

９５ 事態室担当者の連絡先 

９８ 全て 

９９ 全て 

１００ 全て 

１０１ 事態室担当者の連絡先 

１０４ 全て 

１０５ 事態室担当者の連絡先 

１０８ 全て 

１０９ 事態室担当者の連絡先 

１１２ 全て 

１１３ 全て 

１１４ 事態室担当者の連絡先 

１１７ 全て 

１１８ 全て 

１２２ 全て 

１２４ 事態室担当者の連絡先 
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別表２ 

 

個人の氏名等 

文書番号 不開示部分 

６７ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

６８ 不開示部分のうち最上段 

７１ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

７３ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

７７ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

７９ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

８３ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

８５ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

８７ 不開示部分のうち最上段 

８８ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

９１ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

９２ 不開示部分のうち最上段 

９３ 全て 

９５ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

１０１ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

１０５ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

１０９ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

１１４ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

１１６ 不開示部分のうち最上段 

１１９ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

１２１ 不開示部分のうち最上段 

１２３ 【担当】党本部政調事務局の下部分 

１２４ 【担当】党本部政調事務局の下部分 
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別表３ 

 

政党の電話番号等 

文書番号 不開示部分 

６４ 全て 

６７ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

６８ 別表２に記載の部分を除く全て 

７１ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

７３ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

７７ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

７９ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

８０ 全て 

８３ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

８５ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

８７ 別表２に記載の部分を除く全て 

８８ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

９１ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

９２ 別表２に記載の部分を除く全て 

９５ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

９６ 全て 

１０１ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

１０２ 全て 

１０３ 全て 

１０５ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

１０６ 全て 

１０９ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

１１０ 全て 

１１４ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 

１１５ 全て 

１１６ 別表２に記載の部分を除く全て 

１１９ 別表２に記載の部分を除く全て 

１２０ 全て 

１２１ 別表２に記載の部分を除く全て 

１２３ 別表２に記載の部分を除く全て 

１２４ 別表１及び別表２に記載の部分を除く全て 
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１２５ 全て 

 

 

 

 

 


